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Ⅰ．論文の構成 

 

序章 本研究の目的・意義・方法 

 第１節 研究主題 

 第２節 研究の意義と特質 

 第３節 研究の方法と本論文の構成 

 

第Ⅰ部 地理教育論と学習者の学習目標・評価観 

 

第１章 学問が地理教育論に期待する学習目標・評価観 

第１節 我が国の社会科教育における学習評価論の史的展開と課題 

 第２節 市民性教育における学習評価観 

  第１項 何のために評価するのか 

  第２項 何をどのように評価するのか 

第３節 市民性教育としての地理教育論における学習目標・評価観 

  第１項 市民性教育としての地理教育論 

  第２項 地理教育では何のために何をどのように評価するのか 

第４節 市民性教育としての地理教育論における学習目標・評価観の課題 

  第１項 子どもの視点から語られない地理を学ぶことの意味 

  第２項 子どもに移行しない学習評価の主体 

 

第２章 学習者が地理教育に抱く学習目標・評価観 

 第１節 本章における問題の所在と研究目的 

第２節 分析のための視点 

第１項 「パブリック・アチーブメント」における「自己関心」と「集合的な関心」 

第２項 「真正の学び」における「子どもたちの生活との結びつき」と「教室の外の世界と

の結びつき」 

第３節 調査方法と分析方法 

第１項 調査方法 

第２項 分析方法 

第４節 結果 

第１項 Ａ高校の生徒が設定した学習目標 

第２項 Ａ高校の生徒が作成した評価課題 
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第３項 Ｂ高校の生徒が設定した学習目標 

第４項 Ｂ高校の生徒が作成した評価課題 

第５項 両校の共通点と相違点 

第５節 考察 ―学習者が地理教育に抱く学習目標・評価観の課題― 

第１項 「知の創造」ではなく「理解」を求める 

第２項 希薄な「自己関係性」と「社会的意味」 

第３項 与えられた目標に基づいて評価される存在 

第６節 成果と課題 

 

第Ⅱ部 学習評価を視点とした地理教育の市民性教育化に向けたアクションリサーチ 

 

第３章 研究デザイン 

第１節 学習目標・評価を問い直すための視点 

  第１項 “Evaluation”から“Assessment”へ 

  第２項 子どもを学習目標・評価の主体とするための視点 

第２節 地理教育の市民性教育化の概念規定 

第３節 作問活動を起点としたアクションリサーチ 

  第１項 作問活動の概要 

第２項 段階的な方法論の構築 

 

第４章 第１次ＡＲ：学習者による地理を学ぶ意味の自己設定 

第１節 本章における問題の所在 

 第２節 問題解決のための視点 ―「学問的な真正さ」と「学習者の著者性」― 

第３節 研究方法 

第１項 実践クラスの概要 

第２項 作問活動の概要と使用するワークシート 

第３項 分析枠組み 

第４節 全体的な傾向と課題の概観 

第１項 「真正さ」が低いままの学習目標 

第２項 「真正さ」が低いままの評価課題 

第３項 学習目標と評価課題の不整合 

第５節 個別事例に基づく考察 

第１項 なぜ学習に「真正さ」が見出されないのか 
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第２項 なぜ学習に「真正さ」が見出されても目標達成に至らないのか 

第３項 なぜ学習目標と評価課題が整合しないのか 

第６節 成果と課題 

 

第５章 第２次ＡＲ：教師のフィードバックによる地理を学ぶ意味づけの促進 

第１節 本章における問題の所在 

第２節 問題解決のための視点 

第１項 地理教育の市民性教育化のための自己調整学習 

第２項 地理教育の市民性教育化のための教師によるフィードバック 

第３節 研究方法 

第１項 実践クラスの概要 

第２項 作問活動の概要と使用するワークシート 

第３項 FB の介入原則 

第４項 分析方法 

第４節 結果 

第１項 全体的な傾向 

第２項 個別事例の詳細 

第５節 考察 

第１項 なぜ FB は地理教育の市民性教育化を促したのか 

第２項 なぜ FB は地理教育の市民性教育化を促さなかったのか 

第６節 成果と課題 

 

第６章 第３次ＡＲ：学習者と教師による地理カリキュラムの共創 

第１節 本章における問題の所在 

第２節 問題解決のための視点 

 第１項 教師と子どもの関係性を再構築するための「学習者の声」 

  第２項 地理カリキュラムにおける目標と方法の民主的な共創 

第３節 研究方法 

第１項 実践クラスの概要 

第２項 地理カリキュラムの共創の概要と使用するワークシート 

第３項 分析方法 

第４節 結果 

第１項 全体的な傾向 
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第２項 個別事例の詳細 

第５節 考察 

第１項 なぜ民主的なクラス目標は民主的に共創されなかったのか 

第２項 なぜ学習方法は民主的に共創されなかったのか 

第３項 なぜ地理カリキュラムの共創に向かった生徒がいるのか 

第６節 成果と課題 

 

終章 本研究の成果・課題・示唆 

第１節 本研究の成果 

第２節 本研究に残された課題 

 第３節 本研究が示唆すること 

第１項 地理教育の市民性教育化がもたらすパラドックス 

第２項 教師に求められる「共同エージェント」としての役割 

 

参考文献 

巻末資料 

関連する研究，履歴書，研究業績 
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Ⅱ．論文の概要 

 

序章 本研究の目的・意義・方法 

 

第１節 研究主題 

本研究では，市民性教育としての地理教育が直面する課題を学習評価の観点から問い直し，学

校現場における地理教育の改善・変革に向けた方法論を構築することを目的とする。具体的には，

以下の３点に取り組む。 

第１に，地理教育を市民性教育化する方法論の構築である。従来，地理教育では次の二つのア

プローチから市民性教育化が試みられてきた。一つは，地理学の有用性を追究する立場からのア

プローチである。地理そのものにそなわる教育的価値や社会的意味を引き出し，地理的な知識や

能力，見方・考え方などを教えることで市民性を育もうとする考え方である。この立場からは，

GIS の活用や防災教育の充実に焦点を当てたカリキュラムや授業開発が推進されてきた。もう一

つは，地理教育の社会化を追究する立場からのアプローチである。市民的資質の育成を目的に，

そこで必要とされる地理を手段的・限定的に用いようとする考え方であり，この立場からは，社

会構造の比較考察や社会的論争問題の探究にふさわしい地域を取り上げて，地理学を含む多学問

的な視点から捉えさせるカリキュラムや授業開発が行われてきた。 

これらの研究は，「学校」という文脈を越えた地理教育の価値を見出そうとした点には意義があ

る。しかし，その「価値」を地理学や社会諸科学，あるいは市民的諸価値を追究しようとする学

術的な視点から意味づけて，理想とする教育を提案してこなかったか。それらに対して本研究は，

地理教育の価値を意味づける主体を学習者に求め，その復権をめざす。具体的には，①学習者に

とっての学びの意味づけを保障するとともに，②学問的な真正さを担保し，空間や環境に関わる

社会的な課題の解決や不公正の克服のために地理教育を活用することで，地理教育を市民性教育

化する方法論を提起するものである。 

第２に，学習評価を視点とした地理教育を市民性教育化する方法論の構築である。従来の地理

教育の市民性教育化を提案する方法論では，目標・内容・方法の論理に一貫性のある意図された

カリキュラム・授業の提案に目的が置かれ，学習評価に関する議論を欠落させる傾向にあった。

たとえ評価に関心が向けられても，教師が設定した目標の到達状況をみとるために，どのような

方法で評価すべきか・できるかが論じられてきた。 

すなわち，ここで語られる学習評価とは，学習者の学びの改善のためにあるのではなく，教師

の指導改善の手段として位置づけられたものである。このような学習評価観は，教師が設定した

目標に対して学習者をいかに近づけるかという議論を助長する。またそこには，「教える／教えら

れる」，「評価する／される」という教師・子ども間の従属関係が埋め込まれたままとなっている。
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子どもが，教師が設定した学習目標に準拠して，教師が定めた基準に即して，教師によって評価

される存在である限り，自律的に社会のあり方や理念を設定し，それを追究していく市民を育て

る社会科教育の論理とは齟齬をきたしてしまうのではないか。結果的に，教科教育の目標・内容・

方法，そして評価の一貫性の欠落を招いている。そこで本研究では，これまで教師が独占してき

た目標・内容・方法・評価の権限を子どもと共有するために，意図されたカリキュラムだけでは

なく，達成されたカリキュラムの側にも市民性教育実現の基盤を求める。そうすることで，学習

評価を視点とした教師と子どもの協働による市民性教育としての地理教育を提起したい。 

第３に，上記２点を両立する市民性教育としての地理教育を実現する段階的な方法論を提案す

ることである。地理教育の市民性教育化は，意図されたカリキュラムとしてその具体が多数示さ

れてきた。しかし，それらが学校現場で広く継続的に実践されることは容易ではない。その要因

として，少なくとも以下の二点が考えられる。一点目は，既存の制度カリキュラムとの整合性で

ある。これまでに提案されてきた市民性教育としての地理教育には，単発的な授業やカリキュラ

ムが散見され，それが持続的に実践されうる論理や，それが年間カリキュラムにどのように位置

づけられるのかは問われてこなかった。二点目は，めざされる地理教育改革論の実現に至る段階

が示されないことである。市民性教育としての地理教育論は，たとえその理念に共感できたとし

ても，多忙を極める学校現場では，教師一人ひとりの力だけで実践を一新し，環境を再構築して

いくことは難しい。 

そこで本研究では，教師や学校が置かれた多様な文脈や制約の中で，実現可能なものから上の

目的を実践すること想定し，学習評価を視点に地理教育を市民性教育化していくための選択肢を，

段階的なアクションリサーチの成果を踏まえて提示したい。すなわち，既存の制度カリキュラム

の遂行と学習評価の実施を分断して捉える方法論から，制度カリキュラムの遂行と学習評価を一

体化させて，教師と子どもが協働して新たなカリキュラムを創造していく方法論まで，原理的な

一貫性をそなえ，また現実的に選択可能な方略を３パターン提案したい。 

最後に，本研究は筆者自身の 13 年間の高校教諭としての経験と問題意識に根差して取り組む

研究であることを強調したい。テスト前になると「テストで〇〇先生が出しそうな問題」を予想

し，生徒どうしで出題し合う姿が生徒たちの間でみられる。各教師の「出題傾向」を分析し，テ

スト前にそれを基に学習を進める生徒も少なくない。一方で教師には，テストと日々の実践，そ

して理想の授業との乖離に苦しむ姿もみられる。学校の教育改革には，常に学習評価の問題が付

きまとう。教師が授業改善を望み，それに取り組もうとしても，「入試」や「定期考査」といった

現実的に避けられない壁に直面する。結局のところ学習評価が変わらなければ，授業を実質的に

変えていくことはできない実態を長く目の当たりにしてきた。そこで本研究では，これまでカリ

キュラム改革を拒む要因としてネガティブなイメージで捉えられてきた「評価」を，教師として，

また研究者としてポジティブな視点で捉え直し，教育改革の原動力に位置づけることを試みる。
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学習評価を活用することで，教師の地理授業と子どもの学びを市民性教育化していく実践的方略

を解明し，その成果を学校現場に還元することを志す。 

 

第２節 研究の意義と特質 

本研究の特質および意義として，以下の３点が指摘できる。 

第１に，市民性教育としての地理教育において，学習者と学問，双方にとっての学びの真正さ

を両立した点である。従来の地理学の有用性を説く立場からは，地理学における学問的な知識を

もって行動をとることが，いかに民主的な市民の育成に有用であるかが論じられてきた（Stoltman，

1990；Lambert，2002）。具体的には「力強い学問的知識」（ランバート，2017；志村，2020）に関

する理論的研究，「地理的な見方・考え方」に基づく単元モデルの開発（泉，2008，2018）などが

行われた。また，市民性教育のための社会研究を重視する立場からは，海外のカリキュラム構成

の分析（草原，1998，2006，2007，2008；伊藤，2003, 2021）や，授業開発（永田，2013）など

が行われてきた。あるいは，社会参画や社会参加を重視する立場からは，社会参画のための当事

者意識を育成するために「システム思考」を用いた授業実践（泉, 2021）や，地域学習を軸に「重

層的地域形成の主体」としての子どもの育成をめざすカリキュラム開発（竹内，2012, 2014），地

理を単に市民に必要な教育内容としてのみ捉えるのでなく，「空間的な市民性」のように社会参加

に有用な能力や方法として位置づける研究もみられる（Gryl & Jekel, 2012 ; 阪上・渡邉・大

坂・岡田，2020）。 

しかしこれらの研究は，いずれも学問の論理が先行し，子どもや社会の関心，ニーズに基づく

地理の活用という「民主的アプローチ」（Gaudelli and Heilman，2009）とはなりえてこなかった。

地理教育は，空間や環境などの見方・考え方を取り入れた地理学的に真正な事象を扱うだけでな

く，それが学習者にとっても「真正の学び」（Newmann, King and Carmichaeland，2007）として

意味づけられる必要がある。 

そこで本研究では，学習者を「現在の市民」（ボイト，2020, p.18）として位置づけ，「進んで

いくべき方向性を設定する力や，目標を達成するために求められる行動を特定する力」をもった

「エージェンシー」（OECD，2018, 2019）とみなす。そして，学問優位に語られる傾向にあった地

理教育に「民主的アプローチ」を導入し，学問からみた真正さ（学問的な真正さ）と学習者から

みた真正さ（学習者の著者性），それぞれの両立をめざすところに特質と意義がある。 

第２に，市民性教育としての地理教育を実現する学習評価の実践的方略を開発した点である。

社会科教育における学習評価の研究は，学習成果として評価可能なものが実際に形成された学力

である（棚橋，2002, p.2）と提起されて以降，「何をどのように評価するか」の方略が活発に研

究，開発されてきた。例えば，学習者の知識の構造を評価する（棚橋，2002）あるいは，学習者

の認識構造上の質的変容を評価する（池野，2006，2007）試みは，立場を異にするものの代表的
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な成果として位置づいている。2000 年代後半以降になると，パフォーマンス評価やルーブリック

の活用（佐長・真子，2008；豊嶌・柴田，2018），ペーパーテストの改善（豊嶌，2015），ルーブ

リックだけでは捉えられない多面的な評価（岡田，2019），評価活動で得られた学習の事実を子ど

もに還元する試み（佐藤・藤本・内山，2016），「学びに向かう力」の評価（牛込, 2020）なども

発表されている。また，社会科以外では，教師と子どもがともに学習の意図を明確に意識し，学

習に関する「メタ認知能力」の育成と評価を支援する一枚ポートフォリオの活用（堀，2006；堀・

西岡，2010），主体性の育成や概念構築のための「自己調整」を支援するフィードバック（長沼・

森本，2015，2018，2019），子ども自身による評価問題の作成をとおした「思考力」の育成（平田, 

2015 ; 平田・小川・松本, 2015）など，学習評価の方略は認知的な側面を越えて発展を遂げてき

た。 

これらの「方略」は，いずれも子どもの主体性を尊重したり，評価結果を子どもに還元したり

することで学習の改善を図ろうとする点で共通する。しかし，教師が設定した目標を基準に教師

が子どもを評価するという構造は維持されたままである。この課題を解決するために，近年では，

社会科教育においても学習者が自らの学習評価に携わる「学習としての評価」（Earl，2003）を取

り入れた研究成果が発表されている（得居，2017；宮本，2019）。これらの研究は，先の課題を乗

り越える視点を提起しているが，構想段階や原理的な提案に留まる点，そして実践的な手立てを

示すことができていない点で，依然として課題が残る。 

そこで本研究では，学習評価を視点に地理教育の市民性教育化をはかる具体的な方略として，

①子どもが見出した地理を学ぶ意味を，学習目標や評価課題として学習者自らが具体化し，言語

化する子どもの「作問活動」，②「作問活動」で達成される学びの真正さと著者性をさらに引き出

し高める教師の「個別的フィードバックコメント」，③子どもの「作問活動」と教師の「個別的フ

ィードバックコメント」をとおして地理を学ぶ意味を教師と学習者が共有し，カリキュラムを協

働で構築する「地理カリキュラムの共創」，これら三つの実践的方略を開発したところに特質と意

義がある。 

第３に，市民性教育としての地理教育を実現する学習評価の実践的方略を，現行制度下のカリ

キュラムに対する自立性や相対化の程度に応じて提案した点である。従来の地理教育改革論は，

諸外国のカリキュラム研究（志村，2010；吉田，2010，2017；金，2012）の成果に基づき，新し

いカリキュラムや評価の方略を提案してきた。しかし学校現場では，「時間不足」や「受験」とい

った現実的文脈の制約（宅島・福田，2013）との整合性が常に問われてきた。 

そこで本研究では，学習評価を視点に地理教育の市民性教育化をはかる方略を，目的達成の程

度と方略を組み替えて実践し，実践をとおして段階的に方略を改良し，複数の選択肢をアクショ

ンリサーチとして提案する。具体的には，①学習者が教師のカリキュラムから独立して自立的に

作問活動を行い，子どもが自らの地理学習への意味づけに基づいて学習目標と評価課題を構想し，
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自ら解答するパターン１，②学習者は教師のカリキュラムから独立して自立的に作問活動を行う

が，それに対して教師は継続的にフィードバックを行うことで，地理教育の市民性教育化を支援

するパターン２，③学習者は自立的に作問活動を行い，それに対して教師は継続的にフィードバ

ックを行うことで，教師と子どもが協働して既存の制度的な地理カリキュラムの意味を見直し，

地理教育の市民性教育化に向けてカリキュラムを共創するパターン３である。学習指導要領や受

験など現実の要請に由来するカリキュラムを堅持する方略から，学習評価を視点としてカリキュ

ラムの再構築をめざす方略まで，また，地理教育の市民性教育化の責任を子どもに委ねる方略か

ら，子どもと教師が協働して責任を遂行する方略まで，地理教育を市民性教育化していく手立て

を，アクションリサーチをとおして選択的・段階的に提案するところに方法論上の特質と意義が

ある。 

 

第３節 研究の方法と本論文の構成 

本研究の目的を遂行するために，以下の手順で研究を行う。 

 まず第Ⅰ部では，本研究の前提となる地理教育論と学習者がもつ学習目標・評価観を明らかに

する。第１章では，地理教育や市民性教育，学習評価に関する文献調査を行い，市民性教育とし

ての地理教育の課題について検討する。 

 第２章では，文脈の異なる二つの高校において予備的な調査を行う。具体的には，高校３年生

の生徒に対して，学習済みの内容の中からテーマを選び，学習目標を立て，その達成度を評価す

る課題を自作することを求める。その成果物を手がかりに，高校生が地理教育に抱く学習目標・

評価観の特質と課題について検討する。 

 続いて第Ⅱ部では，第Ⅰ部で明らかになる地理教育論と学習者がもつ学習目標・評価観の課題

を乗り越え，いかにすれば地理教育が市民性教育化されるのかに答えるためのアクションリサー

チを行う。 

 第３章では，アクションリサーチの概要について述べる。まず理論的基盤として採用する「学

習としての評価」，「自己調整学習」，「エージェンシー」の各論について示し，次に本研究の主題

である「地理教育の市民性教育化」を定義づける。最後に，具体的な学習評価活動として開発す

る「作問活動」を詳述する。 

 第４章から第６章にかけては，各実践の詳細を検討する。第４章では，「作問活動」を用いて，

学習者による地理を学ぶ意味の自己設定を求める。第５章では，「作問活動」に対して「個別的フ

ィードバックコメント」を行い，教師による地理を学ぶ意味づけの促進を試みる。第６章では，

「作問活動」と「個別的フィードバックコメント」を基に，学習者と教師による「地理カリキュ

ラムの共創」に挑む。 

 終章では，地理教育を市民性教育化する方略について，三段階のアクションリサーチの成果を
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基に答えていく。あわせて，本研究に残された課題についても述べ，今後の市民性教育としての

地理教育論の発展可能性について示唆を与えたい。 

 

第Ⅰ部 地理教育論と学習者の学習目標・評価観 

 

第１章 学問が地理教育論に期待する学習目標・評価観 

 第１章では，「地理教育の学習目標・評価観はどのように語られてきたのか」について，学問の

視点から述べる。 

 地理教育および社会科教育，市民性教育における学習評価に関する文献調査の結果，市民性教

育としての地理教育論では，子どもの論理ではなく，教師や学問の論理から学習目標・評価観が

語られてきたことが明らかとなった。 

 そこには次の二つの課題がある。第１に，地理教育をとおして市民社会における課題を見出す

主体が子どもではないことである。従来の地理教育論は学問の論理が先行し，地理的な知識や技

能をもって行動することが，いかに民主的な市民の育成に有用であるかが論じられてきた。そこ

では，地理を学ぶことの意味が子どもの視点から問われることはほとんどなく，学習目標は常に

教師や学問の側から子どもに与えられるものであった。 

 第２に，地理教育をとおして市民社会における課題を追究し，評価する主体が，子どもではな

いことである。従来の地理教育論では，学習主体を子どもに移行させたり，学習評価を子どもの

学習改善に活用させたりする試みが行われてきた。しかし，最終的にそれらの学習を評価するの

は教師であり，子どもを学習評価の主体としては扱ってこなかった。 

 これらの課題を受けて，地理教育をとおして子ども自身が市民社会における課題を見出し，そ

れを追究し，評価する主体となるにはどうしたらよいか，そのための方法論の構築を本研究の課

題に設定することとした。 

 

第２章 学習者が地理教育に抱く学習目標・評価観 

第２章では，「地理教育の学習目標・評価観はどのように語られてきたのか」について，学習者

側の視点から述べる。 

 授業において，拡散的な理解が求められる進路多様校Ａ高校と，収斂的な理解が求められる進

学校Ｂ高校を対象に，生徒がもつ学習目標・評価観を明らかにする調査を行った。具体的には，

授業や単元で学んだことのうち，どのような力が身についたのかを問いたいか自ら特定させると

ともに，その力が身についたかどうかを評価する問題を生徒自身に作成させ，その分析を行った。 

 その結果，生徒が地理教育に対してもつ学習目標・評価観の傾向として，次の三つが明らかと

なった。 
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①地理教育をとおして新たな意味や価値を創造するのではなく，既存の知識や学習内容の理解が

重視される。 

 Ａ高校では，「基本的な単語（生徒Ａ３）」や「基本的な地図からの読み取りに加え，その地域

特有の知識（生徒Ａ６）」のように，26 名中９名の生徒が，「基礎」や「基本」という語を用いて

学習目標を設定した。また，生徒Ｂ10（Ｂ高校）は，「アメリカの農業区分を覚えていて，それぞ

れの特徴を理解できているか」という目標を設定した。このように，生徒の多くは，地理教育の

目標を個別的事象や事象間の関係性の理解，あるいは理解した内容を説明できることであると捉

えていた。 

②多くの生徒が地理教育に対して，自分自身の生活や興味・関心とのつながりや，教室と実際の

社会や他者とのつながりを見出していない。 

生徒Ａ16 は，「近年ブラジルにおいて，中国への大豆の輸出量が増加している。その要因を米・

中の関係に着目して述べなさい」という評価課題を作成し，理解した内容について，「米・中の関

係」という授業とは異なる文脈へと応用しようとした。しかし，地理教育をとおして理解した学

習内容は，自分自身の生活や自分たちが暮らす社会の課題へ応用されるのではなく，あくまで地

理という科目の枠内での，他の学習内容への応用が想定されていた。 

③生徒の回答傾向には，自分が教師によって目標を与えられ，評価される立場であるという無意

識的な学習目標・評価観が強く投影されている。 

両校とも学習目標欄への記入が「白紙」の生徒が２名ずついた。しかし，どの生徒も評価課題

については作成することができていた。また，生徒の回答の中には「穴埋め問題」や「記述式」

といった表現や，「誤っているものを一つ選べ」や「組み合わせを選べ」といった問題形式が散見

される。多くの授業において，学習目標は教師によってあらかじめ設定され，その評価も教師に

よって行われる。その経験の蓄積が一因となり，生徒自身が学習をとおしてどのような力を身に

つけたいのかを意識したり自分の言葉で語ったりすることの困難さがうかがえた。 

 以上のように，学習者の実態からも，第１章と同様に，地理教育をとおして子ども自身が市民

社会における課題を見出し，それを追究，評価する主体となるための方法論の構築が必要である

ことが明らかとなった。 

 

第Ⅱ部 学習評価を視点とした地理教育の市民性教育化に向けたアクションリサーチ 

 

第３章 研究デザイン 

第３章では，第Ⅰ部において明らかとなった課題をふまえ，子どもが地理教育をとおして市民

社会における課題を見出し，それを追究，評価する主体となるためにはどうしたらよいか，その

ための方法論構築のための研究デザインについて述べる。 



13 

 

本研究では，地理教育をとおして子ども自身が市民社会における課題を見出し，それを追究す

る主体となることを「地理教育の市民性教育化」と呼ぶこととする。この目的を達成するために，

次の三つの概念を援用して学習評価の方法論を開発する。 

第１に，学習評価の権限を子どもに移行することを提起する「学習としての評価」（Earl, 2003, 

2013）である。これを援用して，子ども自身が学習目標の設定と評価課題の作成を行い，この活

動を同一単元内で３回繰り返す子どもの「作問活動」を構想した。この活動を学習評価として位

置づけ，後述する第１次～第３次アクションリサーチの方法論的な基盤とする。 

第２に，子どもが自発的に学習サイクルを遂行するための「自己調整学習」（ジマーマン・シャ

ンク, 2014）である。これを援用して，学習目標や評価課題だけでなく，それに基づく学習の「計

画」，「遂行または意思的制御」，「自己内省」のサイクルを自ら表現させる子どもの「作問活動」，

そしてこのサイクルを回しつつ地理を学ぶ意義を問いかける教師の「個別的フィードバックコメ

ント」を構想した。これら２つの活動を学習評価として位置づけ，後述する第２次～第３次アク

ションリサーチの方法論的な基盤とする。 

第３に，変革を起こすために目標を設定し，進むべき方向性を定め，目標達成に向けた行動を

引き受ける「エージェンシー」（OECD, 2018, 2019）である。これを援用することで，子どもを学

びの主体として位置づけ直し，子どもの学習評価＝声をカリキュラムづくりに活かし，子どもと

教師が協働でカリキュラムを開発，展開していく「地理カリキュラムの共創」を構想した。この

一連の活動を学習評価として位置づけ，後述する第３次アクションリサーチの方法論的な基盤と

する。 

 子ども自身が地理教育をとおして市民社会における課題を見出すことができたかどうかは，子

どもが設定する学習目標の質的な特徴から判断する。その際には，地理教育は子ども自身の関心

や社会のニーズに基づいて活用されなければならないとする Gaudelli et al.（2009）の三つの

地理教育のアプローチ：「教養的」，「学問的」，「民主的」，ならびに，真正の学びを提唱する Newmann 

et al.（2007, pp.3-6）の三つの基準：「知識の構築」，「学術的な探究」，「『学校』を超える価値」，

を援用する。すなわち，学習目標が，①地理教育で学んだ内容をそのままの文脈で再生する「教

養的」なものを志向しているか，②地理教育に新たな意味を生み出す「知識の構築」や，その学

習の進め方，表現方法に「学術的な探究」を取り入れる「学問的」なものを志向しているか，あ

るいは，③市民社会における「『学校』を超える価値」を見出す「民主的」なものを志向している

か，を基準に判断する。 

子ども自身が地理教育をとおして市民社会における課題を追究する主体となることができてい

るかどうかは，学習目標や内容，方法，評価に関する権限が子どもに与えられているかから判断

する。すなわち，①子どもたちに学習目標やそれに対応した評価課題を自己設定する機会が与え

られているか，次に②自己設定した学習目標や評価課題に基づいて，学習を進めるための学習内
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容の選択権が子どもに与えられているか，そして，③子どもたちが実際の学習評価に実質的に関

与する機会が与えられているか，を基準に判断する。 

このように，学習者の学習目標とする課題設定の＜民主性＞，課題追究の＜主体性＞，それぞ

れの基準から地理教育の市民性教育化の方略を評価するために，以下の介入を伴う段階的なアク

ションリサーチ（ＡＲ）を実施する。 

① 学習者に作問活動をさせる（第４章） 

② 学習者に作問活動をさせる＋教師が個別的フィードバックコメントを行う（第５章） 

③ 学習者に作問活動をさせる＋教師が個別的フィードバックコメントを行う＋学習者と教師で

地理カリキュラムを共創する（第６章） 

 

第４章 第１次ＡＲ：学習者による地理を学ぶ意味の自己設定 

 第１章では，地理を学ぶことの意味づけは，学問の論理から規定されてきたことが明らかとな

った。続く第２章では，生徒の学習目標・評価観には，教師によって目標を与えられ，評価され

るという関係が投影されている可能性が示された。 

これらを受けて第４章では，「子ども自身が繰り返し作問活動を行うと，地理教育は市民性教育

化されるのではないか」の仮説のもと，進路多様校Ｃ高校と進学校Ｄ高校の２年生を対象にアク

ションリサーチを行い，その結果と背景を明らかにした。 

作問活動には１時間分の授業時間を割り当て，ワークシートを用いて単元の学習前（以下，「導

入作問」），単元の学習途中（「展開作問」），単元の学習後（「終結作問」）に，合計３回実施した。

作問活動の対象は，両校の授業進度がほぼ同じであったため，単元「エネルギー・鉱産資源」で

実施することができた。 

 作問活動を３回にわたり繰り返した結果，全体的な傾向として次の三つが明らかとなった。第

１に，生徒が設定した学習目標の多くは，「真正さ」を求めていない点である（各回およそ 55～

80%）。作問活動をとおして生徒自身に繰り返し学習目標を設定させても，それだけでは「学習者

の著者性」と「学問的な真正さ」は，いずれも高まらなかった。第２に，生徒が作成した評価課

題の多くも，「真正さ」の程度が低いことである（各回およそ 65～90%）。両校の生徒とも，教師が

意図した「解決策」の提案や，「見方・考え方」の活用ではなく，授業と同じ文脈で知識を「再生」

できるかを問う評価課題を作成した。第３に，生徒が達成したい学習目標と，実際に作問した評

価課題の観点は，必ずしも整合しないことである。学習目標や評価課題が「真正な」文脈で設定

されるほど，学習目標と評価課題との間に不整合が生じる生徒が一定数みられた。「真正な」文脈

で設定された学習目標と一致した評価課題は，導入作問で７件のうち１件，展開作問で 15 件のう

ち５件，終結作問で 12 件のうち５件に留まった。 
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① 学習目標の「真正さ」が高まらない 

 生徒ａ（Ｄ高校）は，導入作問で設定した学習目標「国によって電力供給エネルギーの内訳が

違うが，なぜそうなるのかを知る」（再生）を最後まで変えることはしなかった。学習目標の見直

しよりも，学習内容の「再生」を求める評価課題をいかに「良問」に仕上げるかに関心が注がれ，

修正が行われた。例えば，導入作問で「カナダ，ブラジルの水力発電の割合が多い理由は？」と

いう評価課題は，展開作問でアメリカ合衆国の地熱発電に事例が変更され，終結作問では文言の

修正に留まった。生徒ｂ（Ｃ高校）は，３回の作問活動をとおして学習目標が「様々な国の発電

量の内訳を知る」（再生）から「原油の生産・輸出・輸入国をしっかり覚える」，そして「資源・

エネルギー問題について勉強する」（再生）と変化したものの，評価問題はいずれも，割合や国名

は「何か」といった既有知識の「再生」の枠内から抜け出すことはなかった。 

② 学習目標の「真正さ」が高まっても目標達成に至らない 

 生徒ｃ（Ｃ高校）は，評価課題を「再生可能エネルギーの必要性を理解する。今後私たちはど

のようなことに気をつけて生活すればよいのか」（構築・価値）と作問し，地理学習の学校外での

価値を追究した「真正な」文脈を設定できた。しかし，その達成方法は「教科書やニュースを見

る」，「ネットや TV でも調べてみる」などの情報収集に終始し，最終的には目標達成に至らなかっ

た。生徒ｄ（Ｄ高校）は，展開作問と終結作問において「バイオエタノールの在り方を考える」

（価値）のように学習目標と評価課題に学校外の価値を求める「真正な」文脈を付与したが，適

切な達成方法を設定できなかった。その結果，バイオエタノールに対する反対意見として，「農地

をつくるための森林伐採／とうもろこし，さとうきびなどの需給のバランスが悪くなる」という

教科書記述の抜き書きに終始し，教科書内での学習の応用にとどまってしまった。 

③ 学習目標と評価課題が整合しない 

生徒ｅ（Ｃ高校）は，学習目標を「日本がエネルギー資源を輸入に頼っているのはなぜかを理

解する。バイオエタノールの課題」（再生）から「再生可能エネルギーは火力や原子力に比べて環

境に優しいのになぜもっと増えないのか。資源がつきたらどうするのか？具体的な策はあるの

か？」（構築・価値）へと真正な文脈を付与する一方で，評価課題は「再生可能エネルギーの欠点

は？太陽光・風力・地熱の国別割合，なぜこうなるのか？」（再生）のままだった。生徒 e は，目

標と評価課題の不整合を自覚はしていたが，学習目標に準拠した評価課題を作成する術をもたな

かった。そのため，明確な「正解」を求めようとする学習評価観にもとづく評価課題しか作れず，

目標と評価に乖離が生じた。その結果，終結作問では，「日本は資源を輸入に頼っていることがわ

かったが，輸入先とその資源の組合せを覚えたい」（再生）という学習目標と，グラフ中の「Ｘ～

Ｚの国名は？」（再生）という学習課題の作成へと，学習が後退した。生徒ｆ（Ｄ高校）は，原子

力発電所の設置に関する賛否を問う，地理学習の学校外の価値を意識した「真正な」文脈で評価

課題を作成したものの，学習目標は「発電の特性について知る」（再生）で，それを適切に言語化
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できていなかった。 

小結 

以上のように，単に生徒が学習目標を立て，評価課題を作成する作問活動だけでは，地理教育

の市民性教育化は，ほぼ達成されないことが明らかになった。地理をなぜ「理解する」必要があ

るのか，なぜ「知る」必要があるのかの目的は不問で，学校外での社会的文脈での目標設定（民

主化）は一向に進まず，「学校」や「教科」の内側に地理教育の価値を求める傾向がみられた。そ

れはすなわち，多くの生徒が地理教育をとおして市民社会の課題を見出し，その課題を追究・評

価していく主体ともなれなかったことを意味する。 

一方で，目標は既有知識の再生の枠内にとどまるものの，作問活動を３回繰り返す過程で学習

目標を変更していく学習者も認められた。既有知識の「再生」を脱却し，地理教育の市民性教育

化を図るためには，専門性をもった教師による意図的な介入や指導が必要であることが示唆され

た。 

 

第５章 第２次ＡＲ：教師のフィードバックによる地理を学ぶ意味づけの促進 

 第２章では，生徒は学習内容の理解を重視することや，地理教育に，自分自身の生活や興味・

関心とのつながり（自己関係性）や，実際の社会や他者とのつながり（社会的意味）を見出そう

としないことが明らかとなった。また，第４章では，単に作問活動を繰り返すだけでは地理教育

は市民性教育化されない傾向が明らかとなった。 

これらを受けて第５章では，「生徒の作問活動に対して教師が意図的な介入をくり返すと，地理

教育は市民性教育化されるのではないか」という仮説のもと，引き続き進路多様校のＣ高校（第

４章の次年度）と，第４章とは異なる進学校Ｅ高校の３年生を対象にアクションリサーチを行い，

その結果と背景を明らかにした。 

 第５章での作問活動の対象となったのは，Ｃ高校は「世界と日本の工業」と「世界と日本の人

口問題，都市問題」，Ｅ高校は「人口，村落・都市」と「生活文化，民族・宗教」の，連続する二

つの単元である。各単元で３回ずつ計６回の作問活動を指示し，共同授業者の筆者が個々の生徒

に紙面による個別的フィードバックコメント（FB）を行う。具体的には，子ども自身が学校外に

おける地理教育の価値を見いだしていない場合は，学習目標と評価課題の自己関係性または社会

的意味を高める「自己 FB」と「社会 FB」を行う。また，子どもが学校外の地理教育の市民的価値

を追究する主体性を欠いている場合は，生徒の学習目標と評価課題との不整合を主体的に調整さ

せる「整合 FB」を，また学習目標に準拠した評価課題づくりの手立てを示す「方略 FB」を行う。 

 １単元につき３回にわたる作問活動と FB を２単元連続で計６回実施した結果，生徒が設定す

る学習目標が，限定的ではあるが，「自己関係性」と「社会的意味」を含むものへと変化した。い

ずれも含まない学習目標を掲げる生徒は，Ｃ高校（34 名）では１単元目の導入作問で 24 名だっ
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たものが，順に 16 名，14 名，２単元目には 13 名，９名，８名と減少した。Ｅ高校（13 名）では

10 名から 8 名，8 名，２単元目の導入作問では 13 名と増加するものの，その後は８名，５名と減

少したが，一定数みられた。一方で，第４章と同様に，学習目標と学習評価に不整合が生じる生

徒もみられた。学習目標に対する適切な評価課題を作成することができた生徒は，Ｃ高校では 13

名から 19 名，18 名，19 名，20 名，23 名と増加傾向にあったが，Ｅ高校では 12 名，11 名，８名，

13 名，８名，５名と，学習目標が「自己関係性」や「社会的意味」が高まるにつれて，減少傾向

がみられた。 

① FB は地理教育の市民性教育化を促す 

 生徒Ａ（Ｃ高校）は，２単元目の終結作問では学習目標に「自分の地元を活気があるところに

したい」ので，「地元 z の地域格差の解決策を見つける」という目標を掲げた。この目標を受けて，

「z 市では中心部から離れたところで，地域格差，少子高齢化が進んでいる。これを防ぐための

解決策はどのようなものがあるか」という評価課題を作成し，取り組むことができた。この過程

で，教師は「自分ができるようになりたいと思える目標を見つけてみて」や「Ａさんが『解決策』

を見つけたい！と思える街を選」んでみようのような「自己 FB」を継続的に行うことで，「人を助

けること」に取り組むという学習目標の「自己関係性」を引き出そうとした。また，「Ａさんは，

どんな『地域問題』や『地域格差』の改善策を考えてみたいですか」という「社会 FB」が地域格

差の解決という学習目標の「社会的意味」づけを引き出すことができた。また，生徒Ａの学習「計

画」に対して，「『自分の将来』と地元のことを考えてみては」といった「方略 FB」を付与したこ

とが，主体的に目標達成の方略を考える上で有効に機能したと考えられる。 

② FB を行っても評価主体は移行しない 

生徒Ｂ（Ｅ高校）は，２単元目の終結作問では学習目標に「地理で学んだ力を普段の生活に応

用」すること，「世界で発生している民族・領土問題などについて知識を活用して理解する」こと

に求め，学校外の価値を追究しようとした。しかし，評価課題は，民族・領土問題について記述

された四つの文のうち，「誤っているものを一つ選べ」であり，両者の間には不整合が見られた。

学習目標に「自己関係性」を見出せずにいた生徒Ｂに対しては，「どんな力を身につけたい」かや，

それができるようになると「Ｂさんにとってどんな良いことが」あるかといった自己 FB を繰り返

し行った。しかし，生徒Ｂが「自己関係性」や「社会的意味」を見出すことができたのは，いず

れの単元も終結作問であり，その先の目標達成に向けた方略 FB を付与するには至らなかった。学

習者自身が評価主体となるように支援しても，その移行は容易には実現しなかった。 

③ FB を行っても市民社会の課題追究は持続しない 

 生徒Ｃ（Ｅ高校）は，１単元目の導入作問では，学習目標に「世界の大都市の構造と分布を理

解する」と設定し，評価課題は「世界の大都市の構造と分布について適当でないものを，①～④

のうちから一つ選べ」であった。これに対し，理解したことを基に「今後できるようになりたい
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ことはないか」のような自己 FB を繰り返し与えたが，「学習を実際の生活につなげたい」とした

１単元目の展開作問を除き，地理学習の「自己関係性」や「社会的意味」を意識した目標を設定

することはなかった。 

この生徒の場合，地理学習においては定められた学ぶべき学習内容があることを当然としてお

り，いかなる FB でもそれは揺れ動かない，強固なものになっていることが伺える。 

小結 

 以上のように，作問活動に対する FB を用いた支援が，特定の生徒には地理教育の市民性教育化

を促すことが明らかとなった。自己との関係や社会的な意味を発見させる FB が，学習者を学校外

の社会的文脈での目標設定（民主化）を可能とし，またそれぞれの目標や評価問題に対応した達

成方略を FB することが，地理教育の市民社会での価値を見出す可能性も見えてきた。 

一方で，FB が全く機能しない例も多かった。それは，たとえその FB が子どもの求めに応える

ものであっても，それにこたえる意義が実感できないからであろう。また FB が個別に与えられて

いるため，生徒Ａのように FB を受けとめた他の生徒の地理学習の民主化，主体化の動きを他の生

徒は知る由もない。結果的に FB に応えるよりも，与えられたカリキュラムをこなし，学ぶことの

ほうが有益と判断してしまい，子どもは自ら目標を立て，評価の在り方を考える主体とはなって

いかない。ゆえに地理学習のさらなる主体化を図るには，FB とその受けとめを教室において開示

することが必要となる。さらに地理カリキュラムを創る主体として子どもたちを位置づけ，目標

設定と評価をとおして教師と協働で学習を進めていく必要があることが示唆された。 

 

第６章 第３次ＡＲ：学習者と教師による地理カリキュラムの共創 

 第５章では，作問活動に対して継続的に FB を繰り返すことで，地理教育の市民性教育化が促進

される可能性が確認された。また，教師と生徒間の一対一のやり取りだけでなく，他者の作問活

動や FB に触れることで，学習の調整や評価の主体化が進む可能性も認められた。これらを受けて

第６章では，「教師と生徒がカリキュラムを共創すると，地理教育は市民性教育化されるのではな

いか」という仮説のもと，筆者が授業を担当するＦ高校の２年生を対象にアクションリサーチを

行い，その結果と背景を明らかにした。 

第６章では，「さまざまな小地形」と「世界の気候」の連続する２単元を対象に，各単元で３回

ずつ計６回の作問活動と FB に加え，地理カリキュラムの共創を行った。それは，教師と子どもの

関係性をより民主的に再構築し，資格をもった指導者と並んで学習者を位置づけるアプローチで

ある。具体的には，第２次アクションリサーチまでは授業から独立して行われた作問活動や FB を

授業と連動させる。また，一斉授業ではなく，個人やグループによる活動中心の授業形態とする。

毎回の授業では生徒からの「声」をワークシートやアンケートから回収し，民主的な学習目標を

より民主的な学習方法で達成するカリキュラムを教師と生徒が協働で作り上げていくこととした。 
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 ２単元にわたる地理カリキュラムの共創を継続した結果，個人の学習としては約 25%の生徒が

民主的な学習目標を設定し，その約半数は適切な評価課題の作成に至った。しかし，クラス全体

としての学習目標の設定は断片的な「声」を拾っただけのものとなった。また，クラス全体での

議論を想定していた学習も，結果的に小さなグループの中での個別細分化されて閉鎖的なものと

なった。加えて，「普通に板書をする授業の方がいい」や「教師は生徒に地理を教えるだけで良い

のでは」という「声」をはじめ，38 名中 14 名の生徒が「テスト」への対応に関する「声」をあげ

た。従来どおりの教師と子どもの力関係の維持を望む生徒が少なからずいることが明らかとなっ

た。 

① カリキュラムの共創により地理を学ぶことの意味に対する「声」の不一致が生じる 

生徒Ｔは，二つの単元の学習の中で「学校周辺の地形について知り，災害が起こった時にどう

対処すればいいか考える」や「気候変動による災害やその災害による日本への影響と対策」とい

った「民主的」な目標を設定した。一方で，「ちゃんとした語句」の再生を求める学習評価観を捨

てきれないという葛藤が生じ，「①気候変動とは，②気候変動で起こる気象は，③その気象によっ

て起こる災害は」など個別的知識を問う評価課題の作成に留まった。生徒Ｒは，そもそも実際の

社会において地理が有用かは「どうでもいい」ため，定期考査のために「覚えられればいい」と

いう学習を継続した。このような生徒間の「声」の不一致とともに，些末な用語の暗記ではなく

社会が抱える諸課題を地理的に探究し，その改善策を地理的に構想してほしい筆者（教師）の間

にも「声」の不一致が生じた。 

② カリキュラムの共創により学習が個別細分化する 

生徒Ｓは，気候の単元のグループ学習において「気候変動がオーストラリアの伝統や先住民に

与えている影響」についての学習を提案した。しかし，グループ内では学習成果を「残り時間の

中でまとめる」ことが優先され，「答え」がある事象について調べることが優先された。また，生

徒Ｒは，「どのような場面での教師のどのような支援が必要か」というアンケート項目に対して

「ネットで調べればけっこう解決できるから支援は必要なさそう」と回答した。多くの生徒の根

底にあるのは「教養的」な学習であり，その学習目標は「テストのため」や，限られた時間の中

で地理的事象の「内容を理解する」ことに求められていた。このような学習は，必ずしも他者と

の対話を必要とせず，分担して教科書やインターネットで「答え」を「調べる」作業が中心とな

り，カリキュラムを共創しようとしても，学習は一人ひとりの調べ活動に還元され，学習は個別

細分化した。 

③ カリキュラムの共創により内容固定型のカリキュラムを脱却できる可能性がある 

 生徒Ｕは，地形分野では「今あるハザードマップに，今まで経験したことでもっとあったら良

いなと思うものを付け加える」という学習目標に対し，「自分の身を守るため，今より分かりやす

いハザードマップ。地形特有の災害についてその対策などを理解し考える」という評価課題を作
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成した。また，気候分野では「気候変動がアフリカの産業に与える影響とその対策」という学習

目標と，「対策を考え，どうしたらそれを行動に移すことができるか考えられる」という評価課題

を設定し，両単元ともに民主的な学習目標の設定と学習プロセスの遂行ができた。その要因とし

て，以下に示す三つが考えられる。第１に，教師の FB や他の生徒の取り組みといった他者の「声」

に耳を傾け，自らの学習をより良いものへと調整することに意味を見出したことにある。第２に，

単に「好きなこと」について調べるだけでなく，自らの学習の「行き詰まり」に対して教師や他

者に「助言」を求めながら，地理教育としての「学問的」，「民主的」な問いを継続的に探究でき

たことである。第３に，「気候分野」の学習において，既習の「地形」と未習の「産業」分野の接

続を自主的に図り，固定された単元内容に縛られずに学習を進めたことが考えられる。 

小結 

 以上のように，地理カリキュラムの共創は，民主的に地理を学ぶことの価値について，教師を

含む学習者間での共有ができないことや，知識の理解を一貫して志向する生徒のもつ内的要因と，

単元ごとに時間と内容が固定されるカリキュラムといった外的要因によって阻害されることが明

らかとなった。 

 一方で，生徒Ｕの事例からは，系統性と学問の論理が先行してきた従来の地理教育の市民性教

育化に対して，それは学習者の視点を中心とした地理カリキュラムの共創からも目指せることが

示された。教師や特定の生徒の規範意識にとらわれず，教室内の多様な価値観の融合は生徒Ｕの

学習目標や評価課題のように，時に教師の想定を超える創発的な学習と大胆に内容を再構成した

カリキュラムを生み出すことがある。このような，教師と学習者との双方向的な学びが，地理教

育の市民性教育化の新たな可能性となり得ることが示唆された。 

 

終章 本研究の成果・課題・示唆 

本研究の成果として以下の五つがあげられる。 

第１に，地理教育を市民性教育化するための３段階の方法論を，具体的な実践事例を基に示し

たことである。このような連続的な方法論の構築により，各教師や学校の実情に応じた選択的な

実践が可能となる。第２に，市民性教育としての地理教育における学習評価主体の子どもへの移

行を試みたことである。理想とされる市民への到達度を，教師が総括的に評価するだけではなく，

何を「良い」とするのかの判断基準を子どもたちがもち，各々が希求する「なりたい自分」や「あ

るべき社会」へと近づくための地理教育を提起することができた。第３に，一人ひとりの子ども

の地理学習が，いかに市民性教育化されたか／されなかったかという学習プロセスの変容を可視

化したことである（図５－２～４および，図６－２～５）。これにより，一人ひとりの地理教育を

市民性教育化するために，どの次元での教師による支援が必要であるのかの判断や評価が容易と

なった。第４に，地理教育を市民性教育化するために，いかに「良い」カリキュラムを教授側が
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提供できるのかという，従来の地理教育改革論に対し，何を「良い」とするのかについて，エー

ジェンシーをもった子ども側の視点からの地理教育改革の必要性と可能性を示したことである。

系統性と学問の論理が先行してきた従来の地理教育の市民性教育化に対して，それは学習者の視

点からも構想することができるという事例を示すことができた。第５に，教師と一人ひとりの子

どもがもつ多様な価値観の融合が，時に教師の想定を超える創発的な学習を生み出す事例を示し

たことである。特定の規範意識にとらわれない教師と子どもの双方向的な学びが，地理教育の市

民性教育化を促す要因となり得ることが確認された。 

 一方で，本研究には大きく二つの課題が残された。 

第１に，子どもたちが構想した市民性教育としての地理教育の条件を満たす学習が，多くの場

合，学習目標の達成までは至らなかったことである。学習目標の設定および，それに対する適切

な評価課題の作成まではできたが，実際に解決策や代案を出すところまでは学習が到達できなか

った。第２に，学習評価の共創までは踏み込むことができなかったことである。本研究では，学

習目標・内容・方法については，学習者に主導権を与える，あるいは教師と共有することができ

た。また，形成的評価についても，教師と子どもが「自己関係性」や「社会的意味」（第５章）あ

るいは，「民主的」，「学問的」，「教養的」な学習目標（第６章）といった評価基準・規準を共有し

ながら対話することができた。しかし，総括的評価については，教師への偏りを完全に解消する

ことはできなかった。 

 以上をふまえると，本研究は次の二つを示唆している。 

 第１に，地理教育の市民性教育化は，①学習目標の民主化を促そうとすることが，課題追究の

主体化を阻害する，②課題追究の主体化を促そうとすることが，「民主的」な地理教育を阻害する，

という二つのパラドックスをもたらすことである。そのような中では，民主的かつ学問的に真正

な目標を追究させようとすればするほど，子どもにとっての自己関係性や社会的意味といった課

題追究の意味づけの仕方を教師が過度に方向づけてしまう可能性がある。あるいは，地理教育に

関する権限を子どもに移行し，課題追究の主体化を促そうとすればするほど，「何でもあり」の学

習として這い回ってしまい，学問的な真正さが失われるだけでなく，民主的な課題追究が行われ

ない市民性教育としての価値を失った地理教育となる可能性がある。 

 第２に，上のパラドックスを乗り越えるために，教師には「共同エージェント」としての役割

が求められていることである。そこでは，①学習目標の民主化を促しつつも，それ以外の学びを

排除するのではなく，多様な地理教育観の融合による創発的な学びを図ること，②課題追究の主

体化を促しつつも，市民社会において解決や改善が求められる学習課題の設定を図ることが求め

られている。 
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